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業績予想の修正に関するお知らせ 
 
 平成 17 年３月期（平成 16 年４月１日～平成 17 年３月 31 日）の業績予想について、平成 17 年１月
24 日に公表いたしました業績予想から以下のとおり修正いたします。 
 

記 
 
１．平成 17 年３月期連結業績予想数値の修正（平成 16 年４月１日～平成 17 年３月 31 日） 

（単位：百万円） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益 

前 回 発 表 予 想            （A） 211,000 
～214,000 

17,800 
～21,800 

12,700 
～16,700 

12,000 
～16,000 

今 回 修 正 予 想            （B） 207,000 15,000 10,600 8,100 

増  減  額          （B－A） △4,000 
～△7,000 

△2,800 
～△6,800 

△2,100 
～△6,100 

△3,900 
～△7,900 

増 減 率            （％）       △1.9
～△3.3 

      △15.7
～ △31.2 

      △16.5
    ～△36.5 

      △32.5
    ～△49.4 

前期実績（平成 16 年３月期）(C) 100,441 △26,439 △25,460 △26,865 

増  減  額          （B－C） 106,559 41,439 36,060 34,965 

  （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）106 円 13 銭  
 
２．平成 17 年３月期単独業績予想数値の修正（平成 16 年４月１日～平成 17 年３月 31 日） 

（単位：百万円） 

 売 上 高 経常利益 当期純利益 

前 回 発 表 予 想            （A） 198,000 
～201,000 

8,500 
～12,500 

9,400 
～13,400 

今 回 修 正 予 想            （B） 197,000 8,500 6,800 

増  減  額          （B－A） △1,000 
～△4,000 

0 
～△4,000 

△2,600 
～△6,600 

増 減 率            （％） △0.5～△2.0 0 ～△32.0 △27.7～△49.3 

前期実績（平成 16 年３月期）(C) 80,505 △29,199 △29,226 

増  減  額          （B－C） 116,495 37,699 36,026 

  （参考）１株当たり予想当期純利益（通期）89円 09 銭  

 

３．上記修正の理由 
 
今回の修正は、ＰＣ及びサーバ向けＤＲＡＭの市場価格が想定以上に下落したこと、デジタル家

電及びモバイル機器向けＤＲＡＭの需要が想定を下回ったこと、及び以下の事項を見込んだことに
よるものです。 
当社の米国販売子会社である Elpida Memory (USA) Inc.（米国：カリフォルニア州）は、平成 14



年６月より米国の他のＤＲＡＭメーカ同様、独占禁止法違反行為に関する米国司法省の調査に対応
しております。現時点で調査の結論は出ておりませんが、当社グループは他の調査対象企業の動向
等を勘案し、今後発生する可能性のある債務（約 19 億円）を計上いたしました。 
なお、平成 17 年３月期の業績については平成 17 年４月 25 日に発表を予定しております。 

 
*（注意事項） 
当資料に記載の当社（連結子会社を含む）の業績見通しは将来に関する情報であり、これらの将来に
関する情報は発表日時点において当社が判断したものであります。これらの将来に関する情報には不
確実性が内在しており、設備拡充とそれに引き続く設備過剰、価格下落圧力および業界再編のサイク
ルに特徴づけられるＤＲＡＭ市場の全世界における変化、競争の激しいＤＲＡＭ業界における変化、
技術および設計の変化、重要な原材料の供給の不足、中断および価格上昇、重要な顧客の喪失または
需要の減少、米ドル・ユーロ等の為替相場の動向、経済一般の状況、当社グループの市場、設備また
は調達過程を損う地震その他の自然災害、テロ行為、疫病、暴動その他の当社グループのコントロー
ルの及ばない事象等の様々な要因により、将来において生じる当社グループの実際の経営成績等とは
一致しない可能性があります。 

 

以  上 
 

 

 


